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農経論叢 Vol.61 (2005) Mar. pp. 291-296 
The Review of Agricultural Economics 

Impact Factorに見る農業経済学領域の傾向

岩本博幸・津内大輔・出村克彦

Who Refers What?: An analysis on citations in core Japanese 
agricultural economics journals based on Impact Factor 

Hiroyuki IWAMOTO， Daisuke SAWAUCHI， and Katsuhiko DEMURA 

Summary 

Impact Factor (IF) is ajournal evaluation method and is calculated based on the企equencythat 

articles in the journal are cited. IF was supposed to be used by librarians in determining which journal 

is appropriate to accept. But recently， IF is used to evaluate res巴archin the field of economics as well 

as natural science. Demura [1] calculated IF ofthe Journal ofRural Economics during 1998 and 2002. 

This study provides an IF of 7 other Japanese journals which relate to the field of agricultural econom-

ics during 1998 and 2002. The main results are as follows. First， on the basis ofIF， the Journal ofRural 

Economics is the most企equentlycited journal within the 8 journals. Second， almost ha1f of all cita-

tions are from the same journal as the article is placed or from another article that the same author 

wrote. 

1.はじめに

Impact Factor (以下， IFと表記)とは，学術

雑誌の掲載論文数に対する被引用論文数の割合と

して計算される指標のひとつで， ISI (the Insti・

tute for Scientific Information)社が発行する

JCR (Journal Citation Report)に記載されてい

る.元来， IFは図書館における購入雑誌選定の

客観的指標などへの利用が想定されていた.しか

し，現在，理学・医学領域を中心に IFは学術雑

誌の格付け指標として利用されており，さらに IF

をポイントとした研究者個人の業績評価にも利用

されている.経済学領域も例外ではなく， Kocher 

et al. (2Jなど， IFをOutputの選別基準とし

た経済研究機関の生産性の国際比較分析が試みら

れている(註1).一方，こうした IFの個人

(機関)業績評価への利用に対する批判的な意見

が多く存在するものの，自然科学領域を中心とし

て確実に IFの適用領域は広がりつつあり，わが

国の農学領域においても，その例外ではない.
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出村(IJは， 1998年から2002年における『農

業経済研究jのIFを試算した.試算の結果， 2002 

年の IFは0.267，5ヵ年平均では， 0.303となっ

た.しかし， r農業経済研究JのIFの大小およ
び引用傾向を検討するためには，他の農業経済学

領域に関連する学会誌についても IFを試算し，

比較検討する必要がある.

そこで，本稿では，農業経済学領域に関連する

8学会誌(r農業経済研究J，r農業市場研究J， r農
村計画学会誌tr農林業問題研究.J， r農業経営研
究trフードシステム研究1r農林水産政策研究
(農業総合研究).1， r歴史と経済(土地制度史
学)J)のIFを1998年から2002年の5ヵ年につい

て試算し， 8学会誌聞の引用傾向に関する特徴を

明らかにすることを課題とする.

2.方法およびデータ

1 )試算方法

IFは，ある雑誌に掲載・発表された論文が平

均的に何回引用されたかを示す指標である.JCR 
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における IFの具体的な算定方法は，対象年前2

ヵ年の掲載論文数で対象年中の被引用数を除し，

掲載論文あたりの平均被引用数として求められる.

雑誌Jのh年における IFを為hとすると Pjki土

次式から得られる.

ただし，

Pjk =Ajk /島h

んじ (k-1)年および(k-2)年に雑誌

jに掲載された論文が，k年に引用

された回数.

Bjk: (k-1)年および(k-2)年に雑誌

Jに掲載された論文総数.

2 )データ

本稿で IFの試算対象とする農業経済学領域の

学会誌を出村(1)にしたがい， r農業経済研究j，
『農業市場研究j， r農村計画学会誌1r農林業問
題研究J， r農業経営研究1rフードシステム研
究j， r農林水産政策研究(農業総合研究)j， r歴
史と経済(土地制度史学).1の8学会誌とした.

8学会誌において発表される論文は，学会誌ご

とに複数の論文種別に区分されている.そこで，

本稿では， IF試算の対象とする論文は個別報告

を除く「レフェリー付き論文」であり，かっ，投

稿論文と定義した. したがって，大会シンポジウ

ム報告論文および招待論文は集計対象から除外し

た(註2). 

以下，各学会誌において試算対象となる論文の

定義を列挙する.r農業経済研究Jでは，投稿論
文および研究ノートを集計の対象とした.r農業
市場研究』では，論文，および研究ノートを集計

の対象とした.大会シンポジウム報告についても

第1表 IF試算結果

学会誌名 1998 1999 

農業経済研究 0.194 0.607 

農業市場研究 0.083 0.143 

農村計画学会誌 0.100 0.333 

農林業問題研究 0.059 0.036 

農業経営研究 0.243 0.231 

フードシステム研究 0.000 O.∞o 
農林水産政策研究 0.471 0.313 

歴史と経済 0.050 0.000 

出所:著者作成.

2∞3 
0.304 

0.071 

0.158 

0.029 

0.036 

0.167 

0.222 

0.000 

292 

論文として掲載されているが，集計からは除外し

た.r農村計画学会誌』では，論文および特集論
文を集計の対象とした.特集論文は，学会がテー

マを設定しているものの，募集・査読は投稿論文

と変わらないことから，集計の対象とした.r農
林業問題研究Jでは，論文，研究ノートを集計の
対象とした.小特集論文については，募集・査読

に関する基準が投稿規定に定められていないため，

集計からは除外した.r農業経営研究』では，論
文，研究論文，研究ノートを集計の対象とした.

fフードシステム研究』では，論文と研究ノート

を集計の対象とした.r農林水産政策研究(農業
総合研究).1では，論文とノートを集計の対象とし

た.r歴史と経済(土地制度史学).1では，論説と
研究ノートを集計の対象とした.

3.試算結果

， ) IF試算結果
IFの試算結果を第 1表に示す. 1998年から

2002年の 5カ年間における各学会誌の IFの平均

は， r農業経済研究』が最も大きく 0.304，次いで，
f農林水産政策研究(農業総合研究).1の0.237，

I農村計画学会誌』の0.126，r農業経営研究』の
0.120， rフードシステム研究』の0.114，r農業市
場研究』の0.088，r農林業問題研究Jの0.057，
『歴史と経済(土地制度史学).1の0.020となった

(第 l図).r農業経済研究』は， 1999年， 2000 
年， 2002年において， 8学会誌中最も高い IFを

とっている.しかし，第 l表の標準偏差の値及び

第2図からも見てとれるように， IFは年次変動

が大きく，安定しているとはいえない.

次に，各学会誌の IF試算結果について，以下

2001 2002 5ヵ年平均 標準偏差

0.150 0.267 0.304 0.180 

0.071 0.071 0.088 0.031 

0.000 0.040 0.126 0.130 

0.037 0.125 0.057 0.039 

0.042 0.048 0.120 0.107 

0.333 0.071 0.114 0.140 

0.000 0.182 0.237 0.173 

0.048 0.0∞ 0.020 0.027 
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第1図各学会誌の平均IF(1998-2002年)
出所:表lをもとに作成.
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第2図各学会誌の IFの推移
出所:表Iをもとに作成.

に述べる.r農業経済研究JのIFは，直近の2002
年に0.267，1999年に最大の0.607となった.1999 

年の IF試算の対象となる1997年および1998年の

『農業経済研究』掲載論文数は28本，そのうちの

10本が1999年の『農業経済研究』に 7回， r農林
業問題研究Jに3回， r農業経営研究jに1回，
『フードシステム研究』に l回， r農林水産政策
研究(農業総合研究)jに5回，のべ17回にわたっ

て引用された.r農業経済研究jでの引用が最も
多く，次いで， r農林水産政策研究(農業総合研
究).1での引用が多い.また， 17回の引用のう

ち， 9回が環境研究である.次いで，農産物の品

質を明示的に取り入れた市場競争力に関する研究

が4回，時系列データ分析を用いた研究が2回と

続いた.

『農業市場研究JのIFは，直近の2002年に

0.071， 1999年に最大の0.143となった. 1999年の

IF試算の対象となる1997年および1998年の『農

業市場研究』掲載論文数は14本，そのうち，花丹

市場に関する研究と青果物仲卸業者に関する研究

の2本が1999年の『農業市場研究』に l回ずつ引

用された.

『農村計画学会誌JのIFは，直近の2002年に
0.040， 1999年に最大の0.333となった.1999年の

IF試算の対象となる1997年および1998年の『農

村計画学会誌』掲載論文数は21本，そのうち 5本

が1999年の『農村計画学会誌J3回のほか， r農
業経済研究』に 1回， r農業経営研究.1 1回， r農
林水産政策研究(農業総合研究).1に 2回，のべ7

回にわたって引用された.r農村計画学会』での
引用が最も多く，次いで， r農林水産政策研究
(農業総合研究).1での引用が多い.また7回の引

用のうち，環境研究が3回，次いで，農業地域区

分に関する研究が2回，そのほか途上国の都市化

に関する研究などが引用された.

『農林業問題研究JのIFは，直近の2002年が
過去5ヵ年で最大の0.125となった.2002年の IF

試算の対象となる2000年および2001年の『農林業

問題研究』掲載論文数は16本，そのうち，環境研

究が2002年の『農林業問題研究jに，農産物の品
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質を明示的に取り入れた市場競争力に関する研究

が『農業経営研究』に 1回ずつ引用された.

『農業経営研究』の IFは，直近の2002年に

0.048， 1998年に最大の0.243となった.1998年の

IF試算の対象となる1996年および1997年の『農

業経営研究』掲載論文数は37本，そのうち 9本が

1998年の『農業経済研究』に 2回， r農村計画学
会誌Jにl回， r農林業問題研究Jに3回， r農業
経営研究jに2回， r農林水産政策研究(農業総
合研究)jに I回，のべ9回にわたって引用された.

『農林業問題研究』での引用が最も多く，次いで，

『農業経営研究.1， r農業経済研究』での引用が多
い.また，引用対象となった論文の研究テーマは，

農業経営をはじめとして，環境，経営計画，農地，

需要など幅広い.

『フードシステム研究』の IFは，直近の2002

年に0.071，2001年に最大の0.333となった.2001 

年の IF試算の対象となる1999年および2000年の

『フードシステム研究』掲載論文数は15本，その

うち 4本が2001年の『農村計画学会誌』に 1回，

『農林業問題研究jに2回， rフードシステム研
究』に 2回，のべ5固にわたって引用された.ま

た，5回の引用のうち，食品安全性に関する研究が

3回，次いでフードシステム一般に関する研究，

海外研究がl回ずつ引用された.

『農林水産政策研究(農業総合研究).1の IFは，

直近の2002年に0.182，1998年に最大の0.471と

なった.1998年の IF試算の対象となる1996年お

よび1997年の『農林水産政策研究(農業総合研

究).1掲載論文数は17本，そのうち 7本が1998年の

『農業経済研究jにl回， r農業市場研究』に 1
回， r農林水産政策研究(農業総合研究)jに6回，
のべ8回にわたって引用された.r農林水産政策
研究(農業総合研究).1での引用が最も多い.また，

引用対象となった論文の研究テーマは，環境，中

山間，保険，農地など幅広い.

『歴史と経済(土地制度史学).1の IFは，直近

の2002年は試算対象である 8誌すべてにおいて引

用されなかったため，0.000，1998年に最大の

0.050となった.1998年の IF試算の対象となる

1996年および1997年の『歴史と経済(土地制度史

学)j掲載論文数は19本，そのうち l本が1998年の

「歴史と経済(土地制度史学)jにl回引用された.

続いて， 8学会誌聞の引用傾向で多く見られた

点について以下に整理する.まず，第 lに，自誌

からの引用が多い点である(第2表). 5カ年間

に8学会誌で引用された論文112本のうち，48%に

あたる54本が自誌からの引用であった.第2に，

自著論文からの引用が多い点である. 5カ年間に

8学会誌で引用された論文112本のうち，42%にあ

たる48本が自著論文からの引用であった.以上の

点から， IFの試算に用いた引用論文の多くが同

一学会誌，または自著論文から引用することによ

りカウントされていると考えられる.自誌からの

引用や自著論文の引用は，既存研究成果との関係

から自らの論文を位置づける上で必須の手続きで

あると考えるならば，これらの引用が多いことは

当然の結果なのかもしれない. しかし，また一方

第2表掲載論文数と自誌からの引用数

学会誌名

農業経済研究

農業市場研究

農村計画学会誌

農林業問題研究

農業経営研究

フードシステム右耳究

農林水産政策研究

掲載論文数 被引用数(A)

44 37 

35 8 

51 13 

59 19 

58 6 

31 21 

32 6 

自誌引用数(B) BfA 

16 43% 

3 38% 

7 54% 

12 63% 

3 50% 

6 29% 

5 83% 

歴史と経済 48 2 2 100% 

合計 358 112 54 48% 

註 1)掲載論文数は1998年から2002年に各学会誌に掲載された論文数の合計.

註2)被引用数は1996年から2001年までに掲載された論文が1998年から2002年

に引用された数

註3)自誌引用数は被引用数のうち同一誌から引用された数.

出所著者作成.
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で，現在の農業経済学の研究領域が細分化され，

研究者間での相互引用がされにくい状況にあるこ

とを反映しているとも考えられる.

4.おわりに

本稿の課題は，農業経済学領域に関連する 8学

会誌のIFを1998年から2002年の5ヵ年について

試算し，各学会誌間の引用傾向に関する特徴を明

らかにすることであった.主たる結論は，以下の

点である.

第1に， 1998年から2002年の5カ年間における

8学会誌のIF平均値は， r農業経済研究』が0.304
と最も大きいことから， r農業経済研究』が8学
会誌中で最も多く引用されている学会誌であると

考えられる.しかし， IFの年次変動は大きく，

学会誌聞の順位は安定しているとは言えない.IF 

の年次変動について，竹内 [3)は， IFの変動

率の検討から，1年間だけのIFを用いて雑誌を順

位付けることには問題が多いことを指摘している.

農業経済学領域においても， IFの年次変動が大

きいことから，単年でのIFによる学会誌評価あ

るいは研究者個人の業績評価利用には慎重である

べきと考える.

第2に， IFの多くが，自誌からの引用，ある

いは，自著論文の引用によりカウントされている.

このことは，既存研究成果との関係から自らの論

文を位置づける上で必須の手続きであると考える

ならば，これらの引用が多いことは当然の結果な

のかもしれない.しかし，また一方で，現在の農

業経済学の研究領域が細分化され，研究者間での

相E引用がされにくい状況にあることを反映して

いるとも考えられる.IFがゼロという事態はど

う解釈すべきか.素直に読めば，引用すべき論文

がないということになるが，果たしてそうであろ

うか.自誌ないし自著論文からの引用が多いとい

う事態の表裏の関係にあると推察される.つまり，

他誌を広く渉猟して引用する行為が乏しいのでは

なかろうかということである.欧文論文の引用が

多いが，これは真に参考すべき文献の引用ではな

く，権威付けのための所為ではなかろうか.以上

の推測は少数の事例による簡見であり端摩憶測の

域を出ない感想、である.自誌および自著論文から

の引用が多いという傾向が他の学術領域，あるい
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は海外にも共通する傾向であるのかを明らかにし

た上で考察することが必要であるが，今後の課題

としたい.

JCRの算定基準による IFは過去2年間に掲載

された論文の被引用数をもとに計算されるので，

即時性の高い研究領域で発行回数の多い雑誌ほど，

その値が高くなる傾向がある.したがって，農業

経済学のように，伝統的な研究領域が多い場合，

過去2ヵ年以前からの引用はIFに反映されない.

「歴史と経済JのIFが他の学会誌に比べて低い
要因のひとつとして2ヵ年という被引用期間の短

さが考えられる.この点については，今後，雑誌

半減期 (cited half-life)などにより論文の被引

用期間を考慮したIFを試算する必要があると考

える.

最後に， IFを試算する作業の中で明らかと

なった，今後，改善が望まれる点について以下に

列挙する.第 1に，学会誌投稿規定が不明確な雑

誌が多い.本稿では， IF試算の対象とする論文

は個別報告を除く「レフェリー付き論文」であり，

かつ，投稿論文と規定した. しかし，実際の論文

種別には，投稿規定には定められていないものが

あり，また，各種類の審査基準も明示されていな

い場合が多い.したがって，学会誌投稿規定の明

確化は， IF試算以前に，論文種別聞の業績評価

基準を明確にする上でも重要であると考える.第

2に，引用文献の書式が統ーされていない学会誌

が多い.そのため，同一学会誌内でも引用文献の

書式に不統ーが生じている.具体的には，英文投

稿において和文雑誌を引用した場合の表記方法，

引用統計書の丈中表記か文末表記かなどが挙げら

れる.引用文献の書式の統一化は， IF試算以前

に，読者の利便性に配慮するためにも重要である

と考える.

(註1)Kocher et al. (2)では，経済研究機関の生

産性の国際比較分析を目的として，国ごとの経済

学領域の研究者数，経済学研究機関をもっ大学数，

経済学領域のR&Dへの支出を Input，1980年から

1998年の累積論文掲載数を OutputとしたDEA

(Data Envelop Analysis)を試みている.IF は

Outputの対象となる学会誌の選定基準として用い

られている.具体的には， 1980年から1998年のIF



北海道大学農経論議第61号

平均値を求め，上位10学会誌を Outputの対象学会

誌としている.Kocher et al. C 2 )では，経済学

領域における研究機関の最も重要な Outputは学会

誌の学術論文であり，さらに，より露出が高いこ

とが望ましいとしており，このような基準を満た

す指標として IFが利用されている.

(註2)JCRのIF算出では，ソース論文(分母)は原

著論文やレビュー論文などの研究論文としている

ものの，被引用数(分子)には，論説記事や

ニュース記事など研究論文以外の記事の引用も含

まれていることが山崎 [4)などで指摘されてい

る.したがって，被引用数(分子)は個別報告を

除く「レソエリー付き論j"jであり，かつ，投稿

論文とした本稿の IFは， JCRの基準で算出する IF

と比べて小さいと予想される
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